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資料：国土交通省
[2022年３月全面改訂]

●課題 ●行動指針 ●行動計画

川の水を利用するだけで、再び川に戻
すということだけが考えられていない

流域の宅地開発が流域環境に負荷を
与えている

観光開発により、河川への環境負荷が
増える

必要性について意見の分かれる公共
事業がある

公共事業として行われた河川事業が、
河川の安全性を高めるととともに、桂
川・相模川の自然環境に大きな影響を
及ぼしている

桂川・相模川における望ましい水
環境のあり方を、流域全体で検討
します

賛否の分かれる事業については、
関係する事業者・行政・市民が話し
合いを行います

これまでの公共事業が桂川・相模
川の自然環境に与えた影響を点検
します

過去の開発・公共事業によって悪
化した自然環境の回復・復元を図
ります

多自然型・近自然型工法を地域の
建設事業者が修得します

観光開発に当たっては、河川環境
へ悪影響を及ぼさないように考慮
します

宅地開発に当たっては、河川環境
負荷を引き起こさないように、環
境への影響を考慮します

利用した水をこまめに川へ戻して
行くための検討を行います

地域特性に合わせて、農
業集落排水施設やコミュ
ニティプラント、合併処理
浄化槽の普及を進めます

社会情勢、地域特性等に
合わせて、流域下水道の
見直しを行います

水量豊かな桂川・相模川水量豊かな桂川・相模川

開発事業による流域環境への負荷を低減します開発事業による流域環境への負荷を低減します

公共事業のあり方公共事業のあり方
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Ⅱ

問題解決のための検討の
場を設けます

いわゆる「縦割り行政」の解消いわゆる「縦割り行政」の解消

水需要予測水需要予測

ダムがかかえる課題ダムがかかえる課題

事業に関する情報、計画立案段階の
情報が十分でなく、市民が不透明と感
じることがある

市民の意見を十分反映させるために
は、計画立案段階からの市民参加が必
要である

いわゆる「縦割り行政」が公共事業を
地域の実情に即して総合的に計画・実
施するための障害になっている

相模ダム等における堆砂問題は深刻
である。浚渫土砂処分問題、土砂循環
が断ち切られる問題、加工砂洲や海浜
の減退問題などが発生している

地下の砂利を採取した後に、残土を
処分する計画が提案され、伏流水の
破壊が懸念されたことが、1997年に
あった

河川工事は、国、県、市町村それぞれの
担当部局ごとに進められている。この
ため、市民参加の窓口が分かりにくい。
また、事業に関わる担当セクションが
複数ある場合、市民参加の手続きが
煩雑となる

工事説明会は工事区域周辺に住む住
民しか対象でない場合が多い

公共事業の見直しシステムの充実が
必要

ダムは流域環境に大きな影響を与え
ている

水需要の適切な予測が必要

既存のダムもいずれは寿命を迎える

事業の計画立案段階からの各段
階における情報公開を進めます

事業・計画の立案段階から市民の
意見が反映されるシステムづくり
を検討します

関心を持つ流域の市民や市民団
体等に対する説明などについて配
慮します

公共事業を進める行政の縦割り構
造を調整し、企画・立案・実施が総
合的に行われるよう検討します

行政間の連絡・調整を円滑にし、市
民参加しやすい対応についても検
討を行います

水需要予測は適切な時期に見直
し、実態に合った予測とします

ダムがもたらした効果と、自然環
境への影響を検討します

伏流水の保全について検討を行い
ます

超長期的に、ダムが寿命を迎えて
も困らない治水・利水のあり方を
検討します

ダムがもたらす流域環境への影響
を極力抑え、ダムと流域環境が共
存できる方法を検討します

今後とも、神奈川県内流域におい
ては、「相模川及び中津川における
土砂採取停止に関する管理運営
方針」の原則を、山梨県内流域に
おいては「河川砂利採取許可方針」
の原則を守ります

山から海まで水系一貫の視点か
ら、河川環境再生のための土砂管
理について検討を行います

公共事業を見直すためのより良い
システム作りを検討します

砂利採取と伏流水への影響、河床低下砂利採取と伏流水への影響、河床低下
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　桂川・相模川流域で環境保全に係る取り組みを行っている市民は、かなりの数があ
り、それぞれの活動目的に応じて、市民、事業者、行政との間で連携が行われていま
す。しかし、それが継続的に確立しているとは言えない状況です。
　第５次環境基本計画において、環境省が進める「地域循環共生圏」の創造による持
続可能な地域作りを行うには、地域の特性に応じた固有の資源を循環活用させるた
めの共生・対流と、広域的なネットワークを構築し、市民間はもとより、これら三者の
相互理解と信頼関係、協働した連携強化を図ることが急務です。
　また、相互の情報提供・情報公開、活動状況など、そこに関わるステークホルダーに
よるプラットフォーム構築の必要があります。そして、相互連携には、お互い過度な負
担がかからない継続性のある新しい仕組み作りが望まれます。
　さらには、桂川・相模川流域に留まらず、全国の各流域で活動をする団体・協議会
などとの情報交換や、調査・対策などの連携を今後は積極的に進めていくことが大切
です。

第11章　市民、事業者、行政が連携し、「地域循環共生圏」の
　　　　共創に取り組んでいきます

＜現状と課題＞

－30ー
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Ⅱ

[検討事項]
○　市民、事業者、行政の対話の場である流域協議会で、情報を共有化しながら、流域の課
　題について協議調整し、合意を形成していきます。
○　３者の特徴を生かした新たな仕組み作りをし、持続可能な循環社会と環境保全活動を
　推進していきます。
○　地域や活動にねざした多様なステークホルダーによるプラットフォームを構築し、資源
　の循環活用と環境保全のためのネットワークづくりを推進していきます。
○　さまざまな社会的グループが参加できるようなきめ細かな方策や、市民・事業者が行う
桂川・相模川流域における「地域循環共生圏」創造の活動を支える新しい仕組み作りを
検討していきます。

○　他の流域で活動する団体・協議会等と積極的に情報交換や連携を図っていきます。

[2022年３月一部改訂]

　「地域循環共生圏」創造と流域環境を保全していくためには、多様な市民の参加を
呼びかけ、市民団体との協働促進、企業のＣＳＲ活動との連携に加え、これらいずれ
も自治体との協力のもとで、より強い協力体制が必要です。行政の情報や実行力、市
民の知恵と工夫と機動性、事業者の推進力を合わせるだけではなく、お互いの役割分
担を明確化した新しいルールを作り、持続可能な仕組み作りをすることが急務です。

＜基本的方向＞

●課題 ●行動指針 ●行動計画

地域資源が循環する社会の仕組み作
りが急務である

流域の材の循環と、人材の相互交
流の仕組みを作っていきます

森林環境譲与税の活用
を、自治体・市民が連携し
て取り組んでいきます

流域材の有効利用を呼
びかけを、積極的に行い
ます

農産地域からの自然資
源（水・木 材・エネル
ギー）、都市地域からの材
（資金・人材）の相互の循
環を図っていきます

流域材の情報を発信し
ます

「地域循環共生圏」の構築「地域循環共生圏」の構築

市民生活や事業活動が環境に与える
負荷が大きい

水、資源、エネルギーは有限である 具体的な数値目標を定めて節水、
節電、省エネルギーを進めます

大量消費・大量廃棄の社会を見直
し、循環型社会を構築します

リユース・リデュースが当
たり前になるライフスタイ
ルを提案していきます

資源の再利用や、節約な
どを呼びかけます

－31ー
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環境負荷の自己チェック
をし、改善に努め、事業の
最適化に努めます

環境負荷の少ない物を選
び、資源循環出来る物の
分別回収を行います

ごみの持ち帰りの徹底を
図ります

自然体験事業などを行い
ます

県、市町村の広報紙、地域
のメディアを活用し流域
の情報を発信します

流域シンポジウムなどを
開催し、課題の共有を図
ります

地域協議会の活動を通
し、環境保全活動を行い
ます

各種助成金の情報などを
発信し共有をしていきます

だれでも参加出来るプロ
グラムを実施します

ボランティア活動の場を
増やしていきます

リーダー講習を行います

学校・地域団体・事業所な
どへの出前授業を行い、
環境保全への関心を高め
ます

会報誌「あじぇんだ」で
情報発信します

流域シンポジウムなどを
開催し、課題の共有を図
ります

上下流交流事業を実施し
ます

事業者は「作る責任」のもと、経済性、
効率性にとらわれず、環境保全に十分
配慮する責務がある

市民は「使う責任」のもと、ごみの減量
と、資源循環に積極的に取り組む必要
がある

市民団体の情報が周知されず、ＮＧ
Ｏ・ＮＰＯなど市民セクターの社会
活動の連携が取りづらい

河川敷利用の基準、ルールが不明確、
不十分である

環境保全に多くの人々が関心を持つ
ことが必要

新河川法の「河川環境の整備と保全」
に係る事項の実効性を促す

ボランティア活動の経験が少なく、活
動に不慣れであり、人材に乏しい

事業者が取り組むSDGｓやCSR活動
が地域に共有されにくい

人々と川のふれあいの喪失

上流と下流の意識の違いがある

市民団体の資金不足

事業活動における環境への負荷の
評価を行います

生活から出るごみを減らし、資源
循環に取り組みます

流域環境を再生、保全するために
住民の関心を高めます

ボランティア活動の場を紹介する
など普及・広報に務めます

市民活動を支援するシステムの充
実を図ります

人々が川とふれあえる場を確保
します

情報の共有化を図ります

情報の共有化を図ります

地域活動の活性化を図ります

ボランティアリーダーを育成します

河川、河川敷の利用について河
川環境に負荷を与えないように
します

交流の場を作り、課題の共有
や解決に向けての取り組みを
行います

川を地域に取り戻す

さまざまな社会的グループの参加（市民セクター）

会報誌「あじぇんだ」で
情報発信します

さまざまな社会的グループの参加（事業者セクター）

－32ー
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流域全体の行政・市民・
事業者によるプラット
フォームの構築を目指
します

各種事業への積極的な
情報発信を行い、参画
します

交流会や、情報交換の
場を創ります

事業者と市民の連携が進んでいない

行政職員の専門性が活かされにくい

情報の共有化が必須です 様々なステークホルダーの掘り
起こしをしていきます

事業者のCSR活動への連携に
努めます

担当部局間、自治体間の連携を
進めます

専門性を活かした行政職員間の
交流を進めます

相互に意見を出し合え
る仕組みを作っていき
ます

お互いの役割分担を明
確にして、負担の軽減を
図ります

流域シンポジウムなど
を開催し、課題の共有
を図ります

住民、市民団体、事業
者、行政、河川管理者な
ど当事者が恒常的に話
し合っていきます

行政・市民・事業者の連携が希薄で
ある

共に創り上げていく意識を育て
ていきます

多様な主体が参加する流域協
議会の特性を生かします

行政・市民・事業者のパートナー
シップの強化を図ります

課題の共有化を図ります

少数意見、反対意見も尊
重していきます

お互いが対等に意見を言
える場を創っていきます

各自が主体である意識を
育てます

河川敷利用のルールも
含め、市民・事業者・行
政の議論を進めます

新しいルール作りに市
民が立案段階から参画
出来る仕組みを提案し
ていきます

市民参加の意義を大切
にし、社会の変化に順
応した意見集約をおこ
なっていきます

市民が政策や施策立案に直接かか
われる仕組みが必要である

行政は役割分担が明確なため、行政
内の意思統一や連携が難しい

多様な主体の参画が必須である 誰もが参加、参画しやすい仕組
みをつくります

政策や施策の立案、決定、評価
など様々な局面で市民が参画
する仕組みを工夫します

多元的な価値観を大切にした
「順応型ガバナンス」を進めて
いきます

参画、連携の新たな仕組みづくり

さまざまな社会的グループの参加（行政セクター）

－33ー
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Ⅲ

　1992年６月（平成４年）、ブラジルのリオデジャネイロで180の国や地域の代表、NGO＊1、学
者、マスコミが集まり環境と開発に関する国連会議（地球サミット）が開かれました。
　この地球サミットでは、環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会＊2の構築という理念
が提起され、この理念を実現するための21世紀に向けた人類の貝体的な行動計画としてアジェ
ンダ21が合意されました。
　アジェンダ(agenda)という言葉は、本来、「課題」、「今から取り組んでいくべき課題一覧」とい
う意味で、アジェンダ21は21世紀に向けた課題という意味で用いられています。
　アジェンダ21には様々な環境問題への対応、開発資源の保護と管理、NGOや地方自治体な
ど様々な主体の構成員の役割強化、実施手段などが書き込まれています。

＜用語解説＞

＊1　NＧＯ（Non-Governmental Organization）

　　　非政府組織をいい、科学者団体、民間企業、女性グループを含むもので、アジェンダの実施にはこれ

　　　らの団体が継続的、活動的、効果的に参加することが重要です。

＊2　持読的発展が可能な社会

　　　エネルギーや資源の消費が少なく、環境負荷の少ない生産形態やライフスタイルを実現した循環

　　　型社会であり、生物の多様性が確保された社会をいいます。

地球サミットとアジェンダ211

　アジェンダ21には、「アジェンダ21で提起されている諸問題及び解決策の多くが地域的な活
動に根ざしているものであることから、地方公共団体の参加と協力が、『アジェンダ21』の目的を
達成するために、決定的な要素になる。」（第28章）と書かれています。
　さらに、「地方公共団体は、市民、地域団体及び民間企業と対話を行い『ローカルアジェンダ
21』を採択すべきである」と述べています。
　ローカルアジェンダを策定する際には、３つの要素が大変重要です。
　第１は、その理念として、環境への負荷の少ない持続的発展が可能な地域社会を実現するこ
とを基本とすべきです。ローカルアジェンダは、持続可能性という視点から地域社会システムの
要素を決めるものであり、新しい理念やコンセプトのもとで既存の法制度の枠組みや既得権益
を超えて、新しい地域像をめざしていくことになります。
　第２は、その性格として、アジェンダに係わるすべての主体に対して具体的な行動方針や行動
項目を示すものでなければなりません。アジェンダを読む人にとって自らが行うべき配慮や行動
がおのずとイメージできることが望まれます。
　第３は、その方法として、ローカルアジェンダの策定や、推進にあたっては、地域社会に係わる
すべての主体や人々が参加し、対話し、互いに理解を深めながら、合意を形成するプロセスが不
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可欠な要件です。なぜなら、ローカルアジェンダは、そこに係わるすべての人々の主体的で積極的
な行動によってのみ、実現されるものであるからです。

<アジェンダ21の策定・推進のプロセス>

－34ー



アジェンダ21桂川・相模川策定の経緯３

　アジェンダ21には、「アジェンダ21で提起されている諸問題及び解決策の多くが地域的な活
動に根ざしているものであることから、地方公共団体の参加と協力が、『アジェンダ21』の目的を
達成するために、決定的な要素になる。」（第28章）と書かれています。
　さらに、「地方公共団体は、市民、地域団体及び民間企業と対話を行い『ローカルアジェンダ
21』を採択すべきである」と述べています。
　ローカルアジェンダを策定する際には、３つの要素が大変重要です。
　第１は、その理念として、環境への負荷の少ない持続的発展が可能な地域社会を実現するこ
とを基本とすべきです。ローカルアジェンダは、持続可能性という視点から地域社会システムの
要素を決めるものであり、新しい理念やコンセプトのもとで既存の法制度の枠組みや既得権益
を超えて、新しい地域像をめざしていくことになります。
　第２は、その性格として、アジェンダに係わるすべての主体に対して具体的な行動方針や行動
項目を示すものでなければなりません。アジェンダを読む人にとって自らが行うべき配慮や行動
がおのずとイメージできることが望まれます。
　第３は、その方法として、ローカルアジェンダの策定や、推進にあたっては、地域社会に係わる
すべての主体や人々が参加し、対話し、互いに理解を深めながら、合意を形成するプロセスが不
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可欠な要件です。なぜなら、ローカルアジェンダは、そこに係わるすべての人々の主体的で積極的
な行動によってのみ、実現されるものであるからです。

<アジェンダ21の策定・推進のプロセス>

これまでの行政の計画 現状の把握

原案の作成

アジェンダ作成

アジェンダ21の場合

策定の初期から市民、
事業者が参加する。

アジェンダのすべての
段階で市民、事業者が
参加する。

市民、事業者、行政が
参加する。

推　　進

評　　価

原案策定後初めて公開
され、市民が参加する。

策定後は、市民参加は
ない。

評価を行い、
アジェンダを
改定していく
サイクル

(1)　背　景　
　両県における桂川・相模川流域の環境保全の取り組みは、1980年（昭和55年）に神奈川県知
事が山梨県を訪問し、桂川・相模川の水質保全問題について意見交換を行ったことに始まりま
す。その後、両県では、1992年（平成４年）に、山梨県・神奈川県水質保全連絡会議を設置し、定
期的な協議を行ってきました。
　このように、両県が県境を越えた取り組みを広げようとした中で、流域の環境保全を長期的
に進めていく事業がスタートしました。

(2)　行政のかかわり
　山梨県と神奈川県は、両県民にとってかけがえのない桂川・相模川の流域環境を保全するた
め、持続可能な発展を基調とした環境保全型社会を築くことを目指し、平成７年度から９年度ま
での３ヵ年で桂川・相模川流域環境保全行動推進事業を実施してきました。
　この事業は、流域の環境保全の仕組みづくリに県境を越えて両県が連携して取り組むもの
で、流域環境保全の行動計画となるアジェンダ21桂川·相模川の策定と、これを推進する母体と
なる桂川・相模川流域協議会を設立するものです。
　両県は、本事業に関係する室課長で構成する桂川·相模川流域環境保全行動推進事業実行委
員会を1995年（平成７年）11月に設置するとともに、市町村との間には、両県と流域の25市町村
（当時）で構成し、環境庁（当特）と建設省関東地方建設局京浜工事事務所（当時）及び同局宮ケ
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瀬ダム工事事務所がアドバイザーとなった桂川・相模川流域環境行政連絡会議を1997年（平成
９年）１月に設置し、アジェンダ策定と流域協議会設置に向けての考え方について協議調整して
きました。
　また、1997年（平成９年）３月には、流域の25市町村（当時）と両県の首長による第１回桂川・
相模川流域サミットが神奈川県相模原市で開催され、桂川・相模川の流域環境を保全していく
ことについて合意され、桂川・相模川環境宣言が採択されました。

[2022年３月一部改訂]

桂川・相模川環境宣言

　富士五湖の一つである山中湖を源流とし、相模湾に注ぐ桂川・相模川は、古くから、水道、農
業、工業、発電の用水として、流域の人々に恩恵を与えてきた。
　近年の生活環境の向上、産業の進展に伴い、水質の汚濁の進行や自然環境の改変など、桂川・
相模川は、上流から下流まで人間活動による影響を受けている。
　健康で安全かつ、快適な生活を営むための基盤となる桂川・相模川の地域環境を保全するた
めには、私たち自身が「人と自然との共生」を基本とし、持続可能な社会づくりをしていく必要が
ある。
　本日、流域サミットに参加した私たちは、流域住民、事業者と協力し、桂川・相模川の流域環境
を保全していくため、次のとおり、総力をあげて取り組んでいくことをここに宣言する。

１．基本的な方向
(1)持続可能な社会経済システムの構築
　   環境への負荷をできる限り少なくし、持続的に発展していくことが可能な循環型社会を構   
　 築するため、流域住民、事業者、行政がそれぞれの果たすべき役割を認識するとともに、適　
　 切に行動する責務があることを確認する。
(2)人と自然との共生を基本とした環境倫理
　　 桂川・相模川の豊かな環境を保全することが、流域の発展にとって必要であることを共通  
　 の認識とし、健全な生態系を維持・回復し、人と自然との共生を確保していくことを確認する。
(3)各主体の参加による流域の環境保全
　　 将来にわたって流域環境を保全するため、流域住民、事業者、行政が、相互に協カ・連携し 
　 ながら、自主的・積極的に参加する新しいシステムが必要であることを確認する。
(4)将来の世代に桂川・相模川の良好な環境を引き継ぐ責務
　　 現在に生きる私たちは、この豊かで魅力ある桂川・相模川を、将来の世代に引き継ぐことを
確認する。

２．流域の行動指針と推進母体
(1)「アジェンダ21桂川・相模川（仮称）」の策定
　　桂川・相模川の流域環境を保全していく長期的な行動指針である「アジェンダ21桂川・相
　 模川（仮称）」を流域の各主体と協力して策定する。
(2)「流域協議会（仮称）」への参加
　　「アジェンダ21桂川・相模川（仮称〉」を推進する母体として設置される流域住民、事業者、行
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政、河川管理者等で構成する「流域協議会（仮称）」に参加する。
3．第２回桂川・相模川流域サミットの開催

桂川・相模川流域の環境保全を推進するための合意形成を図るため、平成９年度に第２回
桂川・相模川流域サミットを開催する。

平成９年３月26日
富士吉田市　都留市　大月市　秋山村　道志村　西桂町　忍野村　山中湖村　河口湖村　勝山村
足和田村　上野原町　平塚市　茅ヶ崎市　相模原市　厚木市　海老名市　座間市　寒川町　愛川町
清川村　城山町　津久井町　相模湖町　藤野町
山梨県　神奈川県
環境庁　建設省関東地方建設局京浜工事事務所　建設省関東地方建設局宮ヶ瀬ダム工事事務所

(3)　市民のかかわり

　このアジェンダ21桂川・相模川は、策定の初期段階から多くの市民が参加していることが特
徴の一つです。参加した市民、市民団体は、桂川・相模川アジェンダ21市民会議（以下「市民会
議」という。）をつくり、アジェンダ策定の議論を行ってきました。
　市民会議のきっかけは、山梨、神奈川両県が桂川・相模川流域で河川の自然保護活動を行う
市民や市民団体へ市民交流のイベントヘの参加を呼びかけたことに始まります。当初の県のプ
ランでは、イベントで出された市民の意見を取り入れてアジェンダを策定することになっていま
した。しかし、アジェンダの策定に市民が主体的に関わることができるのかどうかは不明でし
た。また、現在の行政の施策と異なる意見が市民から出た場合、どの程度受け入れられるかにつ
いても不安がありました。
　市民にとってアジェンダ21は聞き慣れないものだったので、両県から配布されたローカルア
ジェンダ21策定ガイド*1を教科書として、アジェンダの策定方法を学習しました。
　従来の行政の計画は、素案が決まった後に初めて市民に公開されるため、市民の意見が反映
されにくい方法となっています。これに対しアジェンダでは、策定の初めから市民が参加するこ
とが定められています。策定の根幹へ市民が参加することは、市民の意見をより多く反映でき
る方法で、市民にとって身近な行動計画を作るために重要なことです。アジェンダの策定方法
を学んだ参加市民は、イベントの主眼を市民交流からアジェンダのための市民分科会へ発展さ
せ、両県担当者とともに企画・開催しました。
　1997年（平成９年）２月22日・23日の２日間にわたり開催されたアジェンダのための市民に
よる会議には150名の参加者がありました。当日は、森づくり、生き物との共生、水質、ごみ、公
共事業のあり方、市民参加の６つの分科会に分かれて、桂川・相模川の現状と問題点の抽出、
望ましい将来像と目標、対策や計画についての議論を行いました。参加市民の活発な討論によ
り、分科会の中で市民から出された問題点は数百にのぼりました。
　分科会で提出された市民の意見を実際のアジェンダ策定に生かすためには、市民による作
業の継続が必要でした。このため、分科会の世話人を務めた市民を中心に桂川・相模川アジェ
ンダ21市民会議が1997（平成９年）年３月８日に発足しました。
　市民にとってアジェンダ作リは初めての経験であるため、環境自治体の専門家にアドバイ
ザーをお願いし、大きく４つの作業を進めました。
　①　アジェンダ市民案の作成
　②　アジェンダ21桂川・相模川の策定方法の提案
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　③　流域協議会の仕組み作りの提案
　④　アジェンダ21桂川・相模川についての事業者・行政との討議
　市民会議は1998年（平成10年）２月まで22回の会議を開き、また、1998年（平成10年）には市
民シンポジウムを開催し、更に多くの市民からの意見を募りながら、アジェンダ策定の議論を継
続してきました。
　その後『市民案』はB５判250頁の冊子に編集、1999年（平成11年）５月に出版され、以降基本
理念を含めてアジェンダの議論のたたき台の役割を果たしました。

＜用語解説＞
＊1　(財)地球・人間環境フォーラム「ローカルアジェンダ策定ガイド」<1996（平成７）年６月＞
　　（平成６年度環境庁委託業務結果報告書）

(4)　事業者のかかわり
　アジェンダ策定に向けての事業者のかかわりは、1997年（平成９年）３月に両県が流域内の
事業者を対象にアンケート調査を行ったことに始まります。
　流域では、企業、森林組合、漁業協同組合、農業協同組合、水道事業者など様々な事業者が活
動しています。流域の事業者の桂川・相模川とのかかわリは、水を原材料として利用している事
業者、河川そのものを事業の場としている事業者、河川に排水している事業者など様々です。
　このような流域の事業者、約900社が対象となって、流域環境保全の現在の取り組みと考え
方についてアンケート調査が行われ、約300社から回答がありました。
　この結果について、1997年（平成９年）６月から、両県事業者による合同打ち合わせを行って
取りまとめ、アジェンダ策定に向けての事業者（案）としました。

(5)　検討委員会での議論
　アジェンダ21桂川・相模川の策定の協議は、1997年（平成９年）７月に設置されたアジェンダ
21桂川・相模川（仮称）検討委員会（以下、「検討委員会」という。）で行われました。
　検討委員会では、市民、事業者、行政の３つの主体と、アドバイザーとして、環境庁（当時）、建設
省関東地方建設局京浜工事事務所（当時）が同じテーブルを囲み、循環、共生、参加の３つの部
会に分かれて議論を行いました。
　７月に市民から提出されたアジェンダ市民案の中から、桂川・相模川流域が抱える流域の課
題の整理を中心に議論を進めましたが、検討委員会の議論は、進め方、課題の考え方等について
様々な違いがあり、スムーズには進みませんでした。
　10月中旬になって、市民提案の課題に対する行政の対応の考え方が示されました。この行政
の対応の考え方の中には市民の提案がストレートに伝わっていなかったり、議論がすれ違いと
なってしまった部分もありました。
　提案された課題のうち、合意されたものについては、アジェンダ21桂川・相模川に盛り込ま
れ、今後の行動計画の策定へ移行することになりました。
　その一方で、市民、事業者、行政の間で意見が異なる課題も数多くありました。
検討委員会は７回にわたって開催されましたが、意見が分かれた課題の多くは議論がつくせま
せんでした。
　検討委員会で議論された内容は、1998年（平成10年）１月20日に設立された桂川・相模川流
域協議会に引き継がれました。

(6)　桂川・相模川流域協議会における議論
　桂川・相模川流域協議会では、アジェンダ策定のための議論を行う専門部会を設置しました。
1998年度から2001年度にかけて、年間８回程度の頻度で専門部会が開催され、アジェンダ21
桂川・相模川の行動指針・行動計画の議論が継続されました。
　専門部会における話し合いの中で、市民案として提案された流域の課題の表現を変更・修正
し、数多くの行動指針・行動計画が流域協議会総会で策定されました。各年度におけるアジェン
ダ21行動指針・行動計画の策定数は以下の表の通りです。

策定されたアジェンダ21桂川・相模川の行動指針・行動計画の推進方法や評価の方法は引き
続き幹事会や専門部会の中で検討を行いながら、実現を図っていきます。
　また、専門部会の中で合意を形成できなかった課題や、新たに出てくる課題、アジェンダの見直
し等については、今後とも議論を継続しながら必要に応じて策定を行っていくことになりました。

　アジェンダ21桂川・相模川は、桂川・相模川流域のローカルアジェンダ21として桂川・相模川
流域協議会が策定しました。
　アジェンダ21桂川・相模川は、河川流域を一つの地域としてとらえたローカルアジェンダ21と
して位置付けられます。
　川は、森と海、山村と都市、大地と大気をつなぐ生命線であり、環境問題を考える上で重要な構
成単位の一つです。
　アジェンダ21桂川・相模川は、この流域において、環境への負荷が少ない持続可能な発展を
基調にした環境保全型社会を築くための行動計画です。
　また、市民、事業者、行政のそれぞれが役割を果たし、相互に協力しながら流域の環境を保全
するという一つの目標に向かって努力していく指針となるものです。
　上流域と下流域、市民と行政の間には、まだまだ考え方の違いがあります。
　桂川・相模川流域の環境を保全し、持続的発展が可能な社会を築いていくためには、上流域
と下流域の行政だけでなく、市民や事業者など流域にかかわるすべての人々が、お互いの立場を
尊重し、協カ・連携して継続的に取り組んでいくことで、子孫に誇れるような桂川・相模川流域づ
くりを進めていく考えです。

[2022年３月一部改訂]
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　③　流域協議会の仕組み作りの提案
　④　アジェンダ21桂川・相模川についての事業者・行政との討議
　市民会議は1998年（平成10年）２月まで22回の会議を開き、また、1998年（平成10年）には市
民シンポジウムを開催し、更に多くの市民からの意見を募りながら、アジェンダ策定の議論を継
続してきました。
　その後『市民案』はB５判250頁の冊子に編集、1999年（平成11年）５月に出版され、以降基本
理念を含めてアジェンダの議論のたたき台の役割を果たしました。

＜用語解説＞
＊1　(財)地球・人間環境フォーラム「ローカルアジェンダ策定ガイド」<1996（平成７）年６月＞
　　（平成６年度環境庁委託業務結果報告書）

(4)　事業者のかかわり
　アジェンダ策定に向けての事業者のかかわりは、1997年（平成９年）３月に両県が流域内の
事業者を対象にアンケート調査を行ったことに始まります。
　流域では、企業、森林組合、漁業協同組合、農業協同組合、水道事業者など様々な事業者が活
動しています。流域の事業者の桂川・相模川とのかかわリは、水を原材料として利用している事
業者、河川そのものを事業の場としている事業者、河川に排水している事業者など様々です。
　このような流域の事業者、約900社が対象となって、流域環境保全の現在の取り組みと考え
方についてアンケート調査が行われ、約300社から回答がありました。
　この結果について、1997年（平成９年）６月から、両県事業者による合同打ち合わせを行って
取りまとめ、アジェンダ策定に向けての事業者（案）としました。

(5)　検討委員会での議論
　アジェンダ21桂川・相模川の策定の協議は、1997年（平成９年）７月に設置されたアジェンダ
21桂川・相模川（仮称）検討委員会（以下、「検討委員会」という。）で行われました。
　検討委員会では、市民、事業者、行政の３つの主体と、アドバイザーとして、環境庁（当時）、建設
省関東地方建設局京浜工事事務所（当時）が同じテーブルを囲み、循環、共生、参加の３つの部
会に分かれて議論を行いました。
　７月に市民から提出されたアジェンダ市民案の中から、桂川・相模川流域が抱える流域の課
題の整理を中心に議論を進めましたが、検討委員会の議論は、進め方、課題の考え方等について
様々な違いがあり、スムーズには進みませんでした。
　10月中旬になって、市民提案の課題に対する行政の対応の考え方が示されました。この行政
の対応の考え方の中には市民の提案がストレートに伝わっていなかったり、議論がすれ違いと
なってしまった部分もありました。
　提案された課題のうち、合意されたものについては、アジェンダ21桂川・相模川に盛り込ま
れ、今後の行動計画の策定へ移行することになりました。
　その一方で、市民、事業者、行政の間で意見が異なる課題も数多くありました。
検討委員会は７回にわたって開催されましたが、意見が分かれた課題の多くは議論がつくせま
せんでした。
　検討委員会で議論された内容は、1998年（平成10年）１月20日に設立された桂川・相模川流
域協議会に引き継がれました。

(6)　桂川・相模川流域協議会における議論
　桂川・相模川流域協議会では、アジェンダ策定のための議論を行う専門部会を設置しました。
1998年度から2001年度にかけて、年間８回程度の頻度で専門部会が開催され、アジェンダ21
桂川・相模川の行動指針・行動計画の議論が継続されました。
　専門部会における話し合いの中で、市民案として提案された流域の課題の表現を変更・修正
し、数多くの行動指針・行動計画が流域協議会総会で策定されました。各年度におけるアジェン
ダ21行動指針・行動計画の策定数は以下の表の通りです。

策定されたアジェンダ21桂川・相模川の行動指針・行動計画の推進方法や評価の方法は引き
続き幹事会や専門部会の中で検討を行いながら、実現を図っていきます。
　また、専門部会の中で合意を形成できなかった課題や、新たに出てくる課題、アジェンダの見直
し等については、今後とも議論を継続しながら必要に応じて策定を行っていくことになりました。

　アジェンダ21桂川・相模川は、桂川・相模川流域のローカルアジェンダ21として桂川・相模川
流域協議会が策定しました。
　アジェンダ21桂川・相模川は、河川流域を一つの地域としてとらえたローカルアジェンダ21と
して位置付けられます。
　川は、森と海、山村と都市、大地と大気をつなぐ生命線であり、環境問題を考える上で重要な構
成単位の一つです。
　アジェンダ21桂川・相模川は、この流域において、環境への負荷が少ない持続可能な発展を
基調にした環境保全型社会を築くための行動計画です。
　また、市民、事業者、行政のそれぞれが役割を果たし、相互に協力しながら流域の環境を保全
するという一つの目標に向かって努力していく指針となるものです。
　上流域と下流域、市民と行政の間には、まだまだ考え方の違いがあります。
　桂川・相模川流域の環境を保全し、持続的発展が可能な社会を築いていくためには、上流域
と下流域の行政だけでなく、市民や事業者など流域にかかわるすべての人々が、お互いの立場を
尊重し、協カ・連携して継続的に取り組んでいくことで、子孫に誇れるような桂川・相模川流域づ
くりを進めていく考えです。

[2022年３月一部改訂]

1999年度 2000年度 2001年度 合計

行動指針 ７ 45 63 115

行動計画 ２ 31 25 58

アジェンダ21桂川・相模川の意義４

－39ー



　2002年3月発行の改訂版の増刷版をお届けします。改訂版発行から20年経った

ということで在庫がなくなりました。そこで増刷することにしました。

　「改訂版」は、1998年１月の流域協議会発足から４年の歳月をかけて、山梨・神奈

川両県の多くの部局の方々も加わって議論を重ねて、流域協議会発足時には抽象的

な内容であった「アジェンダ21桂川・相模川」を実行可能な行動計画として、かなり

具体的な内容で合意をすることが出来たものと考えています。

　1997年の河川法改正で、市民参加とともに、これまでの治水・利水に加えて環境

の視点が入ってきた直後ということもあり、アジェンダ専門部会には毎回40名以上

の方々が集まって、それぞれの立場からの本音の意見が提出されて、それは熱い議論

の４年間でした。市民側の意見は、1999年５月発行の「アジェンダ21桂川・相模川 

市民案」という冊子にまとめられています。

　「改訂版」という形で、この議論が合意をみたことは画期的なことであると私たち

は考えています。私たちは、この合意に至る議論を大切にしたいと考えています。しか

しながら20年という歳月は重く、国側も当時の環境庁・建設省から環境省・国土交

通省へと変わっており、山梨・神奈川両県の部局も国側の省庁再編に合せた機構再

編もあって、一方では各自治体も平成の大合併で様変わりしました。

　増刷にあたっては、当時の合意に至る議論を尊重しつつ、20年後の現状に合せた

最低限の改訂は行ないつつ、できるだけ当時の合意の形を残していくように編集作

業を進めてまいりました。 

市民部会 有井一雄

編 集 後 記

編集後記



1998年１月策定
2002年３月改訂版発行
2022年３月増刷

神奈川県環境農政局緑政部水源環境保全課
〒231-8588 神奈川県横浜市中区日本大通１
電話 045-210-1111
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発   行 桂川・相模川流域協議会

事務局 山梨県林政部富士・東部林務環境事務所
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清く豊かに川は流れる
「アジェンダ21桂川・相模川」
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